
労働者派遣事業を適正に
実施するために

＜ 許可証交付セミナー >

厚生労働省 北海道労働局 職業安定部 需給調整事業課



Ⅰ 労働者派遣事業とは？

➢派遣元事業主が

➢自己の雇用する労働者を

➢派遣先の指揮命令を受けて

➢この派遣先のために労働に従事
させることを業として行うこと
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正社員・契約社員・アルバイトの場合
（直接雇用の場合）

           

労働者派遣の場合

A社

雇
用
関
係

勤務

賃金の支払い
仕事上の

指揮命令                                 

労働者

派遣契約
派遣元事業主 派遣先 A社

賃金の
支払い                                 

勤務

労働者
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労働者供給事業の場合

供給契約供給元 供給先

労働者

職業安定法
第４４条で

禁止

労働者供給事業のうち
規制の下に適法に行え
ることとしたのが

労働者派遣法

労働者派遣事業
も労働者供給事業に
含まれるが・・・
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請負の場合

請負契約請負会社 発注者

労働者

賃金の支払い
仕事上の

指揮命令                                 

指揮命令
な し

請負は、発注者と労
働者との間に指揮命
令を生じないという
点が、労働者派遣と
異なります。

労働者派遣事業と請
負により行われる事
業との区分に関する
基準（昭和６１年労
働省告示第３７号）
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適正な請負を行うためのポイント

1. 労務管理上の独立性

①業務遂行方法の管理
⚫ 仕事の割付・順序、緩急の調

整等
⚫ 受託業務の実施日時・実績把

握等

②労働時間の管理
⚫ 請負事業主による勤惰点検、

休暇承認
⚫ 労働者の時間外・休日労働の

管理

③服務規律の決定・管理
⚫ 入退場の規律、服装、職場秩

序等

④要員の配置決定・変更

２．業務処理上の独立性

⑤資金等の調達・支弁

⑥法律に規定された責任を
負っているか

⑦単なる労働力の提供を
するものでないか
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Ⅱ 労働者派遣事業の適切な
事業運営

◆労働者派遣事業の許可

労働者派遣事業を営むためには、

厚生労働大臣の許可が必要です。

平成２７年の労働者派遣法改正で、一般労働者派遣事業

（許可制）・特定労働者派遣事業（届出制）の区別が廃止

され、すべての労働者派遣事業が許可制となりました。
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◆労働者派遣事業を行うことができない業務

○現場事務所での事務
○現場作業のない施工管
理業務

×建設現場での作業
×準備作業
（現場の清掃、資材の運搬
など）

①港湾運送業務

②建設業務

③警備業務

④病院等における医療関係の業務 （以下を除く）
ⅰ 紹介予定派遣をする場合
ⅱ 産前産後休業、育児休業、介護休業を取得した労働者の業務の場合
ⅲ 医師の業務であって派遣労働者の就業場所がへき地等にある場合

（令和3年4月よりへき地の医療機関への看護師、准看護師、薬剤師、
臨床検査技師及び診療放射線技師も派遣が可能になりました）
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紹介予定派遣とは

・ 一定の労働者派遣の期間（６カ月以内）を経て、直接雇用に移行
すること（職業紹介）を念頭に行われる派遣を、紹介予定派遣と
いいます

・ 労働者派遣事業の許可と職業紹介事業の許可が必要です

X社

Aさん

派遣元事業主

AさんをX社へ職業紹介
X社で直接雇用

派遣労働者と
してX社で就労

Aさん

X社の社員に
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◆日雇派遣（３０日以内）の原則禁止

日雇労働者（派遣元事業主との労働契約が３０日以内の労働者）を派遣する
ことはできません

【以下の①・②のいずれかに該当する業務・場合は例外】

①日雇派遣の例外「業務」 ②日雇派遣の例外の「場合」

◆ ソフトウェア開発
◆ 機械設計
◆ 事務用機器操作
◆ 通訳、翻訳、速記
◆ 秘書
◆ ファイリング
◆ 調査
◆ 財務処理
◆ 取引文書作成
◆ デモンストレーション

◆ 添乗
◆ 受付・案内
◆ 研究開発
◆ 事業の実施体制の企画、立案
◆ 書籍などの制作・編集
◆ 広告デザイン
◆ ＯＡインストラクション
◆ セールスエンジニアの営業、

 金融商品の営業
◆社会福祉施設等における

看護業務

日雇労働者が以下のいずれかに該当

・ 60歳以上の人
・ 雇用保険の適用を受けない学生
・ 副業として従事する人
   （生業収入が500万円以上の人に限
る）
・ 主たる生計者以外の人
   （世帯収入が500万円以上の人に限
る）
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◆離職後１年以内の労働者の派遣禁止

   離職した労働者※を離職後１年以内に元の勤務先へ派遣労働者として派遣する
ことはできません （※ 60歳以上の定年退職者は例外）

Ａ社

社員・アルバイト
として雇用

派遣元事業主

派遣労働者として
派遣元事業主で雇用

Ａ社（派遣先）

派遣労働者
としてＡ社へ派遣

派遣離職

◆グループ企業派遣の８割規制
  派遣元事業主が属するグループ企業への派遣は全体の８割以下にすることが必要

です

◆マージン率などの情報提供
  インターネットの利用により、派遣元事業主のマージン率や教育訓練に関する
取り組み状況などの情報提供が必要です。

派遣料金（派遣先が派遣元事業主へ支払う料金）

賃金（派遣元事業主が労働者に支払う賃金） マージン
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事業所

Ａ

３年

派
遣
開
始

３年

Ｂ

１ 事業所単位・個人単位の期間制限

（１）事業所単位

派遣先の同一の事業所に対し派遣できる期間（派遣可能期間）は、原則３年が限度です。

派遣先が３年を超えて派遣を受け入れようとする場合は、派遣先の事業所の過半数労働組合など※からの意見を聴く

必要があります。（※過半数労働組合が存在しない場合、事業所の労働者の過半数を代表する者）

Ⅲ 労働者派遣の期間制限

Ｃ Ｄ Ｅ Ｆ

Ｇ Ｇ

３
年
経
過
後
の
延
長
可
能

（
過
半
数
労
働
組
合
な
ど
へ
の

意
見
聴
取
後
）

３年

Ｈ
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会計課

（２）個人単位
同一の派遣労働者を、派遣先の事業所における同一の組織単位（いわゆる「課」などを想定）に対し派遣できる期間は、

３年が限度です。

人事課１係

人事課２係

同じ人について、
３年を超えて同じ
課への派遣は×

派
遣
開
始

別の人の場合、
同じ課への派遣○

課が異なれば、
同じ人の派遣○

３年 ３年

３
年
経
過
後
の
延
長
可
能

（
過
半
数
労
働
組
合
な
ど
へ
の
意
見
聴
取
後
）

Ａ

Ａ

Ｂ
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・工場、事務所、店舗等、場所的に独立していること
・経営の単位として人事・経理・指導監督・働き方などがある程度独立していること
・施設として一定期間継続するものであること
などの観点から、実態に即して判断される。
※雇用保険の適用事業所に関する考え方と基本的には同一です。

事業所

２ 「事業所」、「組織単位」の定義

組織
単位

いわゆる「課」や「グループ」など、
・業務としての類似性、関連性があり
・組織の長が業務配分、労務管理上の指揮監督権限を有するものとして、実態に即
して判断されます。

３ 期間制限の例外

◆派遣元事業主に無期雇用される派遣労働者を派遣する場合

◆６０歳以上の派遣労働者を派遣する場合

◆終期が明確な有期プロジェクト業務に派遣労働者を派遣する場合

◆日数限定業務（１か月の勤務日数が通常の労働者の半分以下かつ１０日以下であるもの）に派遣

労働者を派遣する場合

◆産前産後休業、育児休業、介護休業等を取得する労働者の業務に派遣労働者を派遣する場合

次に掲げる場合は、例外として期間制限がかかりません。
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派遣先の事業所における同一の組織単位ごとの業務について、労働者派遣の終了後に同一の
派遣労働者を再び派遣する場合、派遣終了と次の派遣開始の間の期間が３か月を超えないとき
は、労働者派遣は継続しているものとみなされます。

４ いわゆるクーリング期間について

（１）事業所単位の期間制限

 派遣先の事業所ごとの業務について、労働者派遣の終了後に再び派遣する場合、派遣終了と

次の派遣開始の間の期間が３か月を超えないときは、労働者派遣は継続しているものとみなさ

れます。

（2）個人単位の期間制限

派遣元事業主が、同一の派遣労働者を派遣先の同一の組織単位の業務に継続して
３年間派遣した後、本人が希望しないにもかかわらず、「クーリング期間」を空
けて再びその組織単位の業務に派遣することは、派遣労働者のキャリアアップの
観点から望ましくありません。 

派遣先が、事業所で３年間派遣を受入れた後、派遣可能期間の延長手続を回避す
ることを目的として、「クーリング期間」を空けて派遣の受入れを再開するよう
な、実質的に派遣の受入れを継続する行為は、法の趣旨に反するものとして指導
等の対象となります。 
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Ⅳ 雇用安定措置

派遣元は、同一の組織単位に継続して３年間派遣される見込みがある有期雇用
派遣労働者に対し、派遣終了後の雇用を継続させる措置（雇用安定措置）を講
じる義務があります。
（１年以上３年未満の見込みの方については、努力義務がかかります。）

雇用安定措置

① 派遣先への直接雇用の依頼

② 新たな派遣先の提供（合理的なものに限る）

③ 派遣元での（派遣労働者以外としての）無期雇用

④ その他安定した雇用の継続を図るための措置

※雇用を維持したままの教育訓練、紹介予定派遣等、省令で

定めるもの

雇用安定措置として①を講じた場合で、直接雇用に至らなかった場合は、
別途②～④の措置を講じる必要があります。
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Ⅴ 労働契約申込みみなし制度
 

 派遣先が以下の違法派遣を受け入れた場合、その時点で、派遣先が派遣労働者に
対して、その派遣労働者の派遣元における労働条件と同一の労働条件を内容とする
労働契約の申込みをしたとみなされる制度。派遣労働者が承諾した時点で労働契約
が成立します。
（派遣先が違法派遣に該当することを知らず、かつ、知らなかったことに過失が
なかったときを除きます。）

対象となる違法派遣

①労働者派遣の禁止業務に従事させた場合

②無許可の事業主から労働者派遣を受け入れた場合

③事業所単位または個人単位の期間制限に違反して労働者派遣を受け

入れた場合※

④いわゆる偽装請負の場合

※派遣元事業主は、派遣労働者に対して就業条件などを明示する際に、期間制限違反が

   労働契約申込みみなし制度の対象となることも明示しなければなりません。
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Ⅵ 派遣事業開始以後の手続等

２ 許可有効期間の更新の手続

最初は３年、その後は５年ごとに更新手続が必要 （当課から更新案内文書を郵送）

申請期限厳守です！

３ 変更届出

氏名又は名称、住所、代表者の氏名、代表者を除く役員の氏名、役員の住所、事業所の名称、
事業所の所在地、派遣元責任者氏名、派遣元責任者の住所、特定製造業務への労働者派遣の
開始・終了、事業所の新設、事業所の廃止

☞ 許可の有効期間が満了する３月前まで

☞ 事後１０日以内（一部除く）

４ 許可証の再交付等

許可証の亡失、減失・・・許可証再交付申請（１枚 １５００円）

氏名又は名称、住所、事業所の名称又は所在地の変更・・・許可証書換申請（１枚 ３０００円）

５ 労働者派遣事業の廃止

事業廃止届出 ☞ 事後１０日以内
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１ 派遣元責任者講習受講

派遣元責任者は在任中、3年ごとに派遣元責任者講習を受講
厚生労働省告示（平成27年厚生労働省告示第392号）に定められた講習機関が実施する則第29条の2第1号で規
定する「派遣元責任者講習」を受講すること



６ 労働者派遣事業報告書・労働者派遣事業収支決算書・関係派遣先派遣割合
報告書

① 労働者派遣事業報告書（年度報告）（６月１日現在の状況報告） ☞ 毎年６月３０日まで

② 労働者派遣事業収支決算書 ☞ 毎事業年度経過後３カ月以内

③ 関係派遣先派遣割合報告書 ☞ 毎事業年度経過後３カ月以内

派遣の実績がなくても提出が必要です！
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メールマガジン配信のお知らせ

メールアドレスの変更、担当者の変更・追
加等があれば、こちらの二次元バーコード
からメルマガ登録をお願いします。

※備考欄に「担当者変更」等の記載を
お願いします。

北海道労働局需給調整事業課では、各種セミナーのご案内や法改正に
伴う諸連絡等を、ホームページへの掲載とメールマガジンの配信で行
っております。

交付セミナーにご参加の事業者は、参加登録時のメールアドレスにて
メールマガジンの配信登録をさせていただいております。
※配信停止を希望される場合は、こちら（RHKAJIGYOU@mhlw.go.jp）にご連絡

ください。
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